
品川区高齢者等地域見守り活動助成金交付要綱 

制定 平成２１年８月３１日区長決定 

 要綱第３７７号 

改正 平成２４年４月２０日区長決定 

要綱第１０６号 

改正 平成２６年３月２４日区長決定 

要綱第 ３２号 

改正 平成２７年３月２４日区長決定 

要綱第１５７号 

改正 平成３１年３月２０日区長決定 

要綱第 ５５号 

改正 令和 ３年３月３１日部長決定 

要綱第 ９０号 

改正 令和 ４年２月１７日区長決定 

要綱第１３５号

（目的） 

第１条 この要綱は、ひとり暮らし高齢者等が地域で安心して暮らせるように

することおよび孤立死を防止することを目的として地域住民団体が実施する

見守り等の活動を育成支援することにつき、当該活動に対する助成金の交付

を実施するために必要な事項を定めるものとする。 

（助成対象団体） 

第２条 助成を受けることができる団体は、品川区内でひとり暮らし高齢者等

の見守りおよび孤立死防止に寄与する活動を実施しようとする次の各号のい

ずれかに該当するものとする。 

（１）町会・自治会 

（２）前号のほか、特に区長が認める団体 

 (助成対象事業) 

第３条 助成対象となる事業は、次に掲げる全ての要件を備えているものとす

る。 

（１） ひとり暮らし高齢者等が地域で安心して暮らせるようにすることに資

するものであること。 

（２） ひとり暮らし高齢者等の見守りおよび孤立死防止に寄与するものであ

ること。 

（３） 活動団体が地域特性に応じ、創意工夫を凝らして主体的に実施するも

のであること。 

（４） 同一の活動内容について、他の制度による助成を受けていないもので

あること。 



 (助成期間) 

第４条 助成対象となる事業（以下「助成対象事業」という。）は助成団体と

して決定された年度の活動開始日から当該年度の３月３１日までに実施され

るものとする。ただし、継続して実施する場合には単年度を単位として助成

する。 

（助成金の交付額等） 

第５条 助成金の交付額は、助成限度額を助成開始年度から３か年の間は100,000円、

同４か年以降は50,000円とし、これと助成対象事業に係る事業費の合計額と比較し

ていずれか少ない額を交付するものとする。 

なお、当該交付額に1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てるもの

とする。 

２ 前項の交付額の総額は、予算に定める範囲とする。 

３ 助成対象経費は、次の各号に掲げるものを除き、助成対象事業の実施に必

要であるものとする。 

（１）団体運営のための継続的経費 

（２）助成金交付決定年度以前の経費 

（助成金の交付申請） 

第６条 助成金の交付を受けようとする団体(以下「申請団体」という。)は、

品川区高齢者等地域見守り活動助成金交付申請書（第１号様式）に関係書類

を添えて区長に提出しなければならない。 

（助成金の審査および交付等） 

第７条 区長は、前条の規定による交付申請を受理した場合において、これを審査

し、適当と認めるときは、助成金の交付を決定し、申請団体へ品川区高齢者等地

域見守り活動助成金交付決定通知書（第２号様式）により通知するものとする。 

２ 区長は、助成金を交付しないことを決定したときは、申請団体に品川区高

齢者等地域見守り活動助成金不交付決定通知書（第３号様式）により通知する

ものとする。 

（申請の取下げ） 

第８条 前条第１項の交付決定通知書を受領した団体（以下「助成団体」という。）

は、当該通知に係る交付決定の内容またはこれに付された条件に不服があるときは、

区長の定める期日までに第６条の規定に基づく交付申請を取り下げることができ

る。 

２ 前項の規定による申請の取り下げがあったときは、当該申請に係る助成金

の交付決定はなかったものとする。 

（助成金の支払い） 

第９条 助成団体は、第７条第１項の交付決定通知書を受領後、区長が別に定め



る日までに品川区高齢者等地域見守り活動助成金請求書（第４号様式）を区長

に提出しなければならない。 

２ 区長は、前項の交付請求書を受領した日から３０日以内に助成金を支払う

ものとする。 

（事業の変更承認等） 

第10条 助成団体は、次の各号のいずれかに該当する場合は、品川区高齢者等

地域見守り活動助成事業変更・廃止届（第５号様式）を区長に提出しなけれ

ばならない。 

（１）助成対象事業を変更しようとするとき。 

（２）助成対象事業を廃止しようとするとき。 

（実績報告） 

第11条 助成団体は、助成期間中の各年度の助成対象事業の実績について、翌

年度の４月１０日までに、品川区高齢者等地域見守り活動助成事業実績報告

書（第６号様式）に関係書類を添付して区長に提出しなければならない。 

２ 第10条第１項第２号により助成対象事業が廃止されたときは、前項の規定

に準じて実績の報告をしなければならない。 

（助成金の確定と精算） 

第12条 区長は、前条の実績報告書に基づき、交付すべき助成金額を確定し、

品川区高齢者等地域見守り活動助成金交付確定通知書（第７号様式）により

交付すべき助成金額を助成団体に通知する。 

２ 前項の交付すべき助成金額が第５条第１項の規定により交付された金額よ

り少ないときは、助成団体はその差額を区長が別に定める日までに区に返還

しなければならない。（1,000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる

ものとする。） 

３ 第10条第１項第２号により助成対象事業が廃止されたときは、助成団体は

前項の規定に準じて精算する。 

（物品等の処分の制限） 

第13条  助成団体は、助成金により取得した物品等で価格が20,000円以上のも

のについては、減価償却資産の耐用年数等に関する省令(昭和40年大蔵省第15

号)に定める期間(ただし、10年を超える場合は10年とする)において、区長の

承認を受けないで、助成金の交付目的に反して使用、譲渡、交換、貸付けま

たは担保に供してはならない。 

（交付決定の取消し） 

第14条  区長は、助成団体が次の各号のいずれかに該当した場合は、助成金の

交付決定の一部または全部を取り消すものとする。 

（１）偽りその他不正の手段により助成金の交付を受けたとき。 

（２）助成金を当該助成対象事業以外の用途に使用したとき。 

（３）当該助成対象事業において、他の助成金制度により重複して助成金の



交付を受けたとき。 

（４）助成金の交付決定の内容と当該助成対象事業の実施結果が著しく異な

るとき。 

（５）その他法令に違反したとき。 

（助成金の返還） 

第15条 区長は、前条の規定により助成金の交付決定を取り消した場合におい

て、助成対象事業の当該取消しに係る部分に関し、既に助成金を交付してい

るときは、助成団体に対し、期限を定めてその返還を命じるものとする。 

(返還加算金) 

第16条 前条第１項の規定により助成金の返還命令を受けた団体は、助成金を

返還すべき日から納付の日までの日数に応じ、当該助成金額(その一部を納付

したときにおけるその後の期間については、既納付額を控除した額)につき年

率10．95パーセントを乗じた額を加算して返還しなければならない。 

（調査） 

第17条 区長は、助成団体に対して助成金の使途に関する必要な調査を行い、

または資料の提出を求めることができる。 

（関係書類の保存） 

第 18 条 助成団体は、助成対象事業に係る収入および支出を明らかにした帳簿を

備え、当該収入および支出について証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿および証拠

書類を事業の完了の日の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならな

い。 

（委任） 

第19条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、福祉部長が別に定める。 

付 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から適用する。 

付 則 

この要綱は、平成２４年４月１日から適用する。 

付 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から適用する。 

付 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から適用する。 

付 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から適用する。 

付 則 

この要綱は、令和３年４月１日から適用する。 

付 則 

１ この要綱は、令和４年４月１日から適用する。 



２ 改正後の第５条の規定は、令和４年４月１日以後に交付決定を受けた助成

金について適用し、同日前に交付決定を受けた助成金については、なお従前

の例による。 


